
 

スマイルタッチ２レンタルサービス利用契約約款 
 

このスマイルタッチ２レンタルサービス利用契約約款（以下「本約款」といいます）は、契約者とアイチケット株式会社（以下「当社」といいます）との間

の、当社が提供するスマイルタッチ２レンタルサービス等（以下「当サービス」といいます）の利用に係わる一切の関係に適用します。利用契約の申込前に

必ず内容をご確認ください。尚、当サービスの利用は、本約款の内容を契約者が承諾している事を前提としています。 

 

第１節 総則 

第１条 （約款の適用） 

１．当社は、本約款に定めるところにより、当サービス

を提供します。本約款は、当社と契約者（第３条第２

号に定義）との間における当サービスの利用にかかる

一切の契約に対して適用されます。 

２．当社が提供する手段を通じて随時発表される諸規定

も、本約款の一部を構成し、契約者はこれを承諾しま

す。 

３．当社は、お客様が当サービスの申込を行った時点で、

本約款の内容に同意したものとみなします。 

第２条 （約款の変更） 

１．当社は、本約款を変更することがあります。この場

合には、料金その他の提供条件は変更後の約款により

ます。 

２．約款を変更するとき当社は、当該変更により影響を

受けることとなる契約者に対し、事前にその内容につ

いて通知します。 

第３条 （定義） 

本約款において、次の用語はそれぞれ次の意味で使用し

ます。 

(1) 「契約者」とは、当社と利用契約を締結している

個人または法人もしくは団体をいいます。 

(2)  「事業所番号」とは、当社が契約者の各事業所に

割り当てる固有の番号をいいます。 

(3)  「利用契約」とは、契約者が当社から本約款に基

づく当サービスの提供を受けるための契約をいいま

す。 

(4) 「サービス用機器」とは、当社から提供される映

像コンテンツを視聴できる端末及びその付属品のこ

とを言います。 

第４条 （当サービスの内容） 

当社は、専用端末機器に映像コンテンツを放映し、利用

者が視聴できるサービスを提供することとします。 

 

第２節 利用契約 

第５条 （利用契約の単位）  

１．当社との間に利用契約を締結できる方は、ひとつの

利用契約につき一個人または一法人もしくは一団体の、

それぞれ一事業所に限ります。 

２．当社は特定のサービスを除き、サービスごとにひと

つの事業所番号を設定しそれをもって利用契約単位と

します。 

第６条 （利用契約の期間） 

１．当サービスの利用期間は、第８条（利用申込）第１

項に基づき提出する申込書（以下「申込書」といいま

す）に定めます。 

２．月々払いでご契約の場合、契約者または当社のいず

れかが解約希望月の前月末日までに相手方に通知する

ことによって利用契約を解約しない限り、利用期間は

自動的に延長されるものとします。 

３．年間一括払いでご契約の場合、契約者または当社の

いずれかが本契約期間満了時において、契約を継続し

ない場合は、相手方に対し、本契約期間満了の１ヶ月

前までに通知するものとする。本通知がなされない場

合は、本契約は、さらに同一の条件で１年間延長され

るものとし、その後も同様とする。 

４．年間一括払いでご契約の場合は、利用期間の途中で

利用契約を解約しても、既に支払った利用料金を払い

戻すことはありません。 

第７条 （サービス利用者の制限） 

サービス用機器は日本国内で利用するものとし、輸出な

どによる海外への持ち出し及び海外での利用はできな

いものとします。 

 

第３節 利用申込等 

第８条 （利用申込） 

１．利用契約の申込をする方は、当社が別に定める申込

書に必要事項を記入して当社に提出していただきます。 

２．契約者は、前項の申込みにあたり、契約者の責任と

判断により当サービスにおいて当社が代行する作業の

内容を指定するものとします（当社規定の作業を申込

む場合を含みます）。 

第９条 （利用契約の成立） 

利用契約は、前条に定める利用申込に対して、当社がこ

れを承認し、契約者が当サービスを利用できる状態であ

ることを確認した日（以下「利用開始日」といいます）

をもって、成立します。 

第１０条 （申込の拒絶） 

当社は、利用契約の申込者が次の項目のいずれかに該当

する場合には、利用契約の申込を承諾しない場合があり

ます。  

(1) 当該申込に係わる利用契約上の義務を怠るおそ

れがあると当社が判断した場合 

(2) 第１４条（利用の停止）のいずれかの事由に該当

するおそれがある場合、または該当したことがある

場合 

(3) 申込書に偽名などの虚偽の事実を記載した場合、

申込書の必要事項の全部または一部を記載しない場

合 

(4) 当社との間の他の契約、約束等に違反したことが

ある場合 

(5) 契約者が日本国内に住所または当サービスを利

用するための拠点を持たない場合 

(6) その他前各号に準ずる場合に限らず、当社が利用

契約の締結を適当でないと判断した場合 

 

第４節 契約事項の変更等  

第１１条 （個人の契約者の地位の継承）  

契約者である個人が死亡した場合には、当該個人に係わ

る利用契約は終了します。利用契約に基づくサービスは

当該契約者のみが使用できるもので、第三者への使用許

諾、譲渡、再貸与、相続等はできません。 

第１２条 （法人の契約上の地位の継承）   

１．契約者である法人または団体の合併により契約者の

地位が承継された場合、当該地位を承継した法人また

は団体は、速やかに書面によりその旨を当社に通知し

てください。  

２．第１０条（申込の拒絶）の規定は前項の通知を利用

契約の申込とみなしたうえで、かかる通知を当社が受

領した場合についても準用します。 

第１３条 （契約者の氏名等の変更） 

１．契約者は、その氏名・名称、住所等に変更があった

ときは、速やかに書面によりその旨を当社に通知して

ください。 

２．前項に定める変更通知がなされなかったことによっ

て、当社から契約者への通知、書類などが遅延または

不達となったとしても、当社はその責を負わないもの

とします。 

 

第５節 提供の停止等  

第１４条 （提供の停止） 

当社は、契約者が次の項目のいずれかに該当する場合に

は、利用契約に基づくサービスの提供を何ら事前に通知

及び勧告することなく停止することがあります。 

(1) 利用契約に基づくサービスの料金、割増金または

遅延損害金等を、支払期限を経過してもなお支払わ

ない場合  

(2) 国内外の諸法令または公序良俗に反する様態に

おいてサービスを利用した場合 

(3) 当社、他の契約者または第三者の著作権、その他

の財産権及び名誉、プライバシー、その他の人格を

侵害する場合及び侵害をしていると当社が合理的に

判断した場合 

(4) 当社、他の契約者または第三者を誹謗中傷する情

報を流した場合 

(5) 申込書に虚偽の事項を記載したことが判明した

場合 

(6) 当社が提供するサービス用機器を不当に利用し

た場合 

(7) 本約款、利用契約その他当社と契約者間の契約に

定める条件に契約者が違反した場合 

(8) そのほか当社が契約者として不適当と判断した

場合 

第１５条 （提供の中止）  

１．当社は次の各号に該当する場合には利用契約に基づ

くサービスの提供を中止することがあります。  

(1) サービス用機器にインストールされている映像

コンテンツの権利者（著作権法により規定又は保護

される権利者。以下同じ。）との使用契約が解約又

は解除されたとき、あるいは映像コンテンツの権利

者と当社の間に紛争等が発生した場合 

(2) 当社の業務上止むを得ない場合 

(3) 第１６条（サービスの廃止）の規定による場合 

２．当社は前項各号の規定によりサービスの提供を中止

するときは事前にその旨を契約者に当社の提供する手

段により通知または発表します。ただし、緊急やむを

得ない場合はこの限りではありません。 

第１６条 （サービスの廃止） 

１．当社は、都合により利用契約に基づくサービスの特

定の品目の提供を廃止することがあります。  

２．当社は、前項の規定によりサービスの廃止をすると

きは、契約者に対し廃止の２ヶ月前までに当社の提供

する手段によりその旨を通知します。 

 

第６節 契約の解除  

第１７条 （当社が行う利用契約の解除）  

１．当社は第１４条（提供の停止）の規定により利用契

約に基づくサービスの提供を停止された契約者が、速

やかにその事由を解消しない場合には、何らの催告を

要することなく、利用契約を解除することがあります。  

２．当社は、契約者が第１４条（提供の停止）第１項各

号のいずれかに該当する場合で、その事由が当社の業

務の遂行上支障を及ぼすと当社が判断したときは、前

項の規定にかかわらず、同条に定める提供の停止をす

ることなく利用契約を解除します。 

第１８条 （契約者の解除） 

１．契約者は、当社に対し書面で通知することにより利

用契約を解除することができます。当該解除の効力は

当該通知があった翌月の末日または解除の効力が生じ

る日として指定した月の末日のいずれか遅い日に生じ

るものとします。ただし、別途申込書等で最低利用期

間を定めている場合は、利用開始日が属する月の翌月

１日を起算日として、その最低利用期間を経過してか

らのみ解除の効力が生じます。 

２．契約者は、前項の規定にかかわらず、第１５条（提

供の中止）第１項の事由が生じたことによりサービス

提供の復旧の目処が立たない場合において、当該サー

ビスに係わる契約の目的を達することができないと認

めるときは、当該契約を解除することができます。当

該解除の効力は当該通知が当社に到着した日にその効

力が生じるものとします。  

３．第１６条（サービスの廃止）第１項の規定により当

サービスが廃止されたときは、当該廃止の日に当該サ

ービスの契約が解除されたものとします。 

第１９条 （禁止事項） 

１．契約者は当サービスを利用して次の各号の行為を行

ってはならないものとします。 

(1) サービス用機器を契約者の営業行為の範囲外で、

第三者に無料もしくは有料を問わず貸し出しする行

為 

(2) サービス用機器のいかなる改造又は加工又は仕様

を変更する行為 

(3) サービス用機器を分解、若しくは恣意的に損壊す

る行為 

(4) サービス用機器に登録又は記憶した映像データ、

プログラム、認証情報等を改竄する行為 

(5) 他人の著作権やその他の権利を侵害する公序良俗

に反する行為 

(6) サービス用機器を用いて他人の利益を害する行為 

(7) 国内外の諸法令に違反する行為またはそのおそれ

のある行為 

(8) 当社が別途定めた当サービスの利用の制限事項に

違反する行為 

(9) その他、公序良俗に違反し、または他者の権利を侵

害する等、契約者との信頼関係が失われ、当社と契約

者との契約関係の維持が困難であると当社が判断し

た行為 

２．当社は、本サービスの利用に関して、お客様の行為

が前項各号のいずれかに該当するものであることを知

った場合、事前に契約者へ通知することなく、当サー

ビスの全部もしくは一部の提供を停止することができ

るものとします。 

３．前項に定める停止または削除により、契約者が損害

を被った場合であっても、当社は責任を負いません。 

 

第７節 料金等 

第２０条 （料金等） 

１．利用契約に基づく当サービス利用の対価（以下「料

金等」といいます）は以下の項目からなります。なお、

月額費用の支払義務は、利用開始日が１日の場合は当

月より、１日以外の場合は利用開始日の属する月の翌

月１日より発生します。また、初期費用はいかなる場

合でもお返しいたしません。 



 

(1) 初期費用は、初期登録等に必要となる事務作業や

管理業務等の対価として支払う費用 

(2) 月額費用は、契約者が利用契約に基づく当サービ

スの利用の対価として支払う費用 

２．前項の料金等は当社が別に定めるものとします。ま

た、当社は契約者の承諾無く料金等を改訂することが

あります。 

３．契約者は、解除の有無その他一切の事情の如何を問

わず、利用期間が満了するまでの期間分の料金等を支

払う義務を負うものとします。ただし、契約者は、当

社の責に帰すべき債務不履行を理由として利用契約を

解除した場合は、解除の効力が発生する日が属する月

の翌月以降にかかる料金等を支払う義務を負わないも

のとします。 

第２１条 （契約者の支払義務） 

１．契約者は、当社に対し前条に定める料金等を当社の

規定する方法で支払うものとします。 

２．前条に定める料金等の支払期日は当社が別に定める

ものとします。なお、当社が発行する請求書に支払期

日を記載するものとします。 

３．第１４条（提供の停止）の規定によりサービスの提

供が停止された場合における当該停止期間のサービス

費用は、サービスがあったものとして取り扱います。 

４．第１５条（提供の中止）の規定によりサービスの提

供が中止された場合においても、中止された月につい

てはサービスがあったものとして取り扱います。ただ

し、翌月以降についてはサービスがなかったものとし、

月額費用は発生しません。 

５．契約者が支払を要して支払を行った料金については、

いかなる事由においてもその料金の返還はされないも

のとします。 

第２２条 （割増金） 

契約者は、料金等を不法に免れた場合は、その免れた額

の２倍に相当する額を割増金として支払うものとしま

す。 

第２３条 （遅延損害金） 

契約者は、料金等または割増金の支払を遅延した場合は、

遅延期間につき年率１４．５％の遅延損害金を当社に支

払うものとします。 

第２４条 （消費税） 

契約者が当社に対し利用契約に基づく支払を行う場合

において支払を要する額は、別に定める料金等の額に消

費税相当額を加算した額となります。 

 

第８節 その他 

第２５条 （サービス用機器の破損・故障・紛失等） 

１．契約者は当社から提供されたサービス用機器が何ら

かの事由により破損又は故障した場合は、速やかに当

社へ届けるものとします。 

(1) 契約者が、その破損又は故障したサービス用機器

が通常の使用に支障をきたすと判断した場合には、

当社規定に基づき当社へサービス用機器の修理又は

交換を請求することができます。 

(2) 当社が、その破損又は故障したサービス用機器を

回収確認し、その破損又は故障が通常の使用による

ものではないと判断した場合には、当社規定に基づ

きそのサービス用機器の修理費用又は損害賠償金を

契約者へ請求するものとします。 

２．契約者は、当社から提供されたサービス用機器を紛

失した時又は盗難にあった時は、速やかに当社へ届け

るものとします。 

(1) 当社は、いかなる事由によるサービス用機器の紛

失又は盗難であっても、サービス用機器の損害賠償

として契約者へ１０万円を請求するものとします。 

(2) 当社は、サービス用機器を紛失した又は盗難にあ

った契約者から、損害賠償の請求に対する支払いが

ない限りは、その紛失した又は盗難にあったサービ

ス用機器により発生しうる月額費用を、通常通り契

約者へ請求するものとします 

第２６条 （秘密保持及び個人情報の保護） 

１．当社は、当サービスの提供に関して知り得た契約者

の秘密情報を第三者に開示または漏洩しないものとし

ます。ただし、裁判所の発する令状その他裁判所の判

断に従い開示する場合にはこの限りではないものとし

ます。 

２．当社は、当サービスの提供に関連して知り得た契約

者の個人情報（「個人情報の保護に関する法律」で定

める「個人情報」をいいます）を、次の各号の場合を

除き、本人以外の第三者に開示または漏洩しないもの

とし、かつ、当サービスの提供、当サービスのサービ

ス向上等の目的のために必要な範囲を超えて利用しな

いものとします。 

(1) 個人情報を適切に管理するように契約等により

義務づけた業務委託先に対し、当サービスの提供の

ために必要な業務を委託する目的で個人情報を提供

する場合 

(2) 当サービスのサービス向上等の目的による個人

情報の集計及び分析等により得られたものを、個人

を識別または特定できない態様にて提携先等第三者

に開示または提供する場合 

(3) 個人情報の利用に関する同意を求める目的で契

約者等に電子メール等を送付する場合 

(4) その他任意に契約者等の同意を得たうえで個人

情報を開示または利用する場合 

(5) 本約款又は利用契約に基づき開示する場合 

(6) 法令に基づき開示する場合 

３． 当社が収集した個人情報に関する具体的な取扱は、

当社が別途定めるプライバシーポリシーによるものと

します。 

４．当社は、従業員に個人情報を取り扱わせるに当って

は、当該個人情報の安全管理が図られるよう、当該従

業員に対する必要かつ適切な監督を行います。また、

個人情報の取扱いの全部または一部を委託する場合は、

その取扱いを委託された個人情報の安全管理が図られ

るよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督

を行うものとします。 

５．当社及びその従業員は、個人情報の取扱に関して本

約款または法令に基づかず故意または重過失によって

契約者に損害を生じさせた場合は、当社はその損害に

対して賠償責任を負います。上記の場合を除き、当社

及びその従業員は、個人情報等が破損、滅失したこと

によって生じた損害、その他個人情報の取扱に関して

生じた一切の損害について、その理由、原因いかんに

関わらず賠償責任を負わないものとします。 

第２７条 （免責） 

１．当社は、第８条（利用申込）第２項に基づき契約者

が指定した作業または手順の結果及び周囲へ与えた影

響について、何ら責任を負わないものとします。 

２．当社は、契約者が当サービスを利用することにより

第三者との間で生じた紛争等に関して、一切の責任を

負わないものとします。 

３．当社は、本約款等に明示的に定める場合を除き、当

サービスについてその信頼性、正確性、完全性、有効

性、特定目的への適合性、有用性（有益性）、継続性、

権原および第三者の権利の非侵害性について一切保証

しないものとします。 

４．当社は契約者に対して、債務不履行責任、不法行為

責任、その他法律上の請求原因の種別を問わず、当社

の故意または重過失による場合にのみ損害賠償責任を

負うものとします。 

５．利用契約に関して当社が契約者に負う損害賠償責任

の範囲は、直接の原因により契約者に現に発生した通

常の損害に限るものとし、予見またはその可能性の有

無にかかわらず特別事情による損害については責任を

負わないものとします。 

６．利用契約に関して当社が契約者に負う損害賠償額は、

当サービスの利用料金（当該損害の発生事由となった

契約分）に相当する額を上限とします。 

第２８条 （損害賠償） 

契約者は、本約款に定める義務の履行もしくは不履行ま

たは当サービスの利用に起因して当社または第三者に

損害を与えた場合、当該損害を賠償するものとします。 

第２９条 （契約上の地位の処分禁止等）  

契約者は、利用契約に基づく契約者の地位及び利用契約

によって生じる権利について、これを第三者に譲渡し、

転貸し、または担保に供することはできません。 

 

第９節 反社会的勢力の排除 

第３０条 （反社会的勢力の排除）  

１．契約者は、自己または自己の代理人、媒介をする者

もしくは履行補助者（契約者が業務を行うために用い

る者をいい、個人か法人かを問わず、数次の取引先な

ど第三者を介して用いる下請事業者を含みます。以下

同じ）が、利用開始日において次の各号の一に該当し

ないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しない

ことを確約するもの とします。 

(1) 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときか

ら５年を経過しない者、暴力団、準構成員、暴力団

関係者、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼ

うゴロ、特殊知能暴力集団、その他これらに準じる

者（以下、「反社会的勢力」と総称します）である

こと。 

(2) 反社会的勢力が、実質的に経営を支配しまたは経

営に関与していると認められる 関係を有すること。 

(3) 自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的ま

たは第三者に損害を加える目的をもってするなど、

反社会的勢力を不当に利用していると認められる関

係を有すること。 

(4) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便

宜を供与するなどの関与をしていると認められる関

係を有すること。 

(5) 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を

有すること。 

２．契約者は、自己、自己の代理人、媒介をする者もし

くは履行補助者が、自らまたは第三者を利用して、当

社または当社の関係者に対し、詐術、暴力的行為、脅

迫的言辞を用いる行為、法的な責任を超えた不当な要

求行為、当社の信用を毀損しまたは当社の業務を妨害

する行為、その他これらに準ずる行為をしないことを

確約するものとしま す。 

３．当社は、契約者が前二項のいずれかに違反したと当

社が認めた場合、当該契約者に何らの通知、催告をす

ることなく、直ちに利用契約の全部または一部を解除

することができるものとします。 

４．当社は、契約者が反社会的勢力に該当すると当社が

認めた場合には、当該契約者に対し、必要に応じて説

明または資料の提出を求めることができ、当該契約者

は速やかにこれに応じなければならないものとします。

当該契約者がこれに速やかに応じず、あるいは、虚偽

の説明をする、虚偽の資料を提出するなど誠実に対応

しなかったと当社が認めた場合、当社は、当該契約者

に何らの通知、催告をすることなく、直ちに利用 契約

の全部または一部を解除することができるものとしま

す。 

 

第１０節 雑則 

第３１条 （裁判管轄） 

契約者と当社の間での訴訟の必要が生じた場合には、東

京地方裁判所または東京簡易裁判所をもって第一審の

専属的合意管轄裁判所とします。 

第３２条 （準拠法） 

利用契約の成立、効力、履行及び解釈に関する準拠法は、

日本法とします。 

 

 

（附則）本規約は 2017 年 5 月 22 日より実施する 

 


